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法第３４条第１３号の期限内（区域区分決定の日から５年以内）に

開発行為を完了できなかったものに係る特例措置 

 
 
 

法第３４条第１３号の規定に基づく届出をした者が、やむを得ないと認められる事

情により、期限内に開発行為等を完了できなかったものに係る開発行為等に関する「法

第３４条第１４号」若しくは「令第３６条第１項第３号ホ」の規定の運用基準は、申

請の内容が、次の各項に該当するものであることする。 
１ 法第３４条第１３号の規定に適合する届出をしているものであること。 
２ 当該建築物の用途が次のいずれかに該当するものであること。 
（１） 自己の居住の用に供するものであること。 
（２） 自己の業務の用に供するもののうち、周辺の環境を著しく悪化させるおそれ

がないと認められる建築物であること。 
 


